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＜令和４年度予算案の内訳＞              （単位：百万円、％） 

 令和４年度 

予算案 

令和３年度 

当初予算額 
増減率 

東 京 都（一般会計）計 7,801,000 7,425,000 5.1 

福祉保健局（一般会計）計 1,695,491 1,243,852 36.3 

高齢社会対策部（一般会計）計 261,201 234,990 11.2 

※表示単位未満四捨五入のため、合計が一致しないことがある 

 

＜高齢社会対策部の主な事業＞               ４年度予算案 

１ 介護保険制度の適正な運営               164,077百万円 

（１）介護保険制度の運営                       163,706 百万円 

 ア 介護保険給付費負担金 

イ 地域支援事業交付金 

ウ 第 1 号保険料の低所得者軽減強化 

エ 介護保険財政安定化基金 

オ 低所得者特別対策事業 

（２）介護サービス情報の公表                      126 百万円 

介護保険サービスの利用者が事業者のサービス内容等を比較検討することができるよ

う、客観的事実を公表することにより、利用者の選択を支援するとともに事業者サービス

の一定の質の確保を図る。 

（３）介護支援専門員研修事業                      233 百万円 

介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するため、必要な知識、技能を有する介護支援

専門員の養成を図る。 

（４）自立支援・重度化防止等介護支援専門員質の向上研修事業       12 百万円 

都が作成したガイドラインを活用した、保険者によるケアプラン点検の円滑な実施を

支援し、高齢者の自立支援と重度化防止を進めるため、地域において他の介護支援専門員

を指導育成する主任介護支援専門員の養成を図る。 
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２ 地域ケア体制の推進                    79 百万円 

（１）地域包括支援センター機能強化の推進                26 百万円 

地域包括ケアシステムの構築へ向けた中核的な機関である地域包括支援センターの機

能を強化する。 

ア 自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議推進事業 

イ 地域包括支援センター職員研修等事業 

（２）多様な主体の地域貢献活動による地域包括ケアの推進         35 百万円 

地域包括ケアシステムの構築に資する地域貢献活動を行う地域福祉団体等に対し、運

営基盤強化を目指した支援を提供する仕組みを企画・運用するとともに、支援の提供を通

じた地域活動の担い手の育成及び中間支援組織の担い手創出に係る支援を実施する。 

（３）暮らしの場における看取り支援事業                 18 百万円 

住み慣れた暮らしの場における看取りを支援するため、有料老人ホームを対象に研修

を実施するとともに、看取りを実施する小規模な事業所に対し、整備・開設や運営に必要

な経費の一部を補助する。 

 

３ 認知症高齢者の支援                   1,823百万円 

（１）認知症施策推進事業                         9 百万円 

認知症に対する中長期的な施策を検討するため「認知症施策推進会議」を運営するとと

もに、都民への普及啓発を図る。 

（２）認知症介護研修事業                        141 百万円 

認知症介護の質的向上を図るため、介護保険施設・事業所等の介護職を対象に研修を実

施する。 

（３）認知症疾患医療センター運営事業                  759 百万円 

認知症の人が地域で安心して生活できるよう、認知症疾患医療センターを中心として、

地域における医療・福祉相互の連携体制を構築するとともに、関係者への研修等を行う。 

（４）認知症初期集中支援チーム員等研修事業               19 百万円 

全ての区市町村に配置されている認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域支援推

進員がその役割を担うための知識・技能を習得するための研修の受講促進を図る。 

（５）認知症支援推進センター運営事業                  71 百万円 

認知症の人を地域で支える医療・介護従事者の認知症対応力向上を図るため、地方独立

行政法人東京都健康長寿医療センターに人材育成拠点を設置し、多様な研修会を開催す

るとともに、認知症疾患医療センターが実施する地域における研修等に対する支援を行

う。 
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（６）歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業        20 百万円 

認知症への早期の気づきや医療における認知症への対応力を高めるため、歯科医師、薬

剤師、看護職員に対する研修を実施する。 

（７）認知症とともに暮らす地域あんしん事業               513 百万円 

認知症の早期診断に向けた認知機能検査を推進するとともに、認知症の初期から中・重

度となっても、認知症高齢者が地域で安心して暮らすことができるよう、段階に応じて適

切な支援体制を構築する。 

ア 認知症検診推進事業 

イ 認知症地域支援推進事業（高齢社会対策区市町村包括補助事業で実施） 

ウ 認知症ケアプログラム推進事業（一部高齢社会対策区市町村包括補助事業で実施） 

（８）認知症サポーター活動促進事業                    5 百万円 

認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターをつなぐチームオレンジの整備を

推進する区市町村の職員等に対して、必要な研修を行う。 

（９）若年性認知症総合支援センター運営事業               53 百万円 

若年性認知症本人及び家族のためのワンストップ相談窓口の設置や、地域包括支援セ

ンター等への支援を行うことにより、早期に適切な支援に結びつける。 

（10）若年性認知症支援事業                        3 百万円 

若年性認知症の人の居場所づくりや社会参加等を促進するため、企業及び事業所向け

研修会を開催することにより、地域における支援体制の充実を図る。 

（11）認知症高齢者問題を解決する東京アプローチの確立          230 百万円 

ＡＩとＩｏＴを用いて認知症のＢＰＳＤの発症を予測し、予防支援策を導くことで、認

知症高齢者のＱＯＬの向上や家族・介護者の負担軽減を図る。 

 

４ 地域における日常生活の支援               5,245百万円 

（１）高齢社会対策区市町村包括補助事業                 5,180 百万円 

区市町村が地域の実情に応じて主体的に行う、高齢者分野の基盤の整備及びサービス

の充実を支援することにより、都民の福祉の増進を図る。 

（２）避難者の孤立化防止事業                       65 百万円 

都内に避難している東日本大震災の被災者の孤立化を防止するため、避難者の「生活す

る地域」の実情に応じて実施する取組を支援する。 

 

 



4 

５ 介護予防の総合的な取組                  831 百万円 

（１）生活支援体制整備強化事業                     21 百万円 

地域包括ケアシステムの構築に向け、生活支援・介護予防サービスの充実・強化及び高

齢者の社会参加を推進するため、地域の生活支援ニーズと地域資源のマッチング等を行

う生活支援コーディネーターを養成し、各区市町村に適切に配置することにより、地域に

おけるサービス提供体制の整備を支援する。 

（２）介護予防・フレイル予防支援強化事業                357 百万円 

フレイル予防等の視点を踏まえ、地域における介護予防活動の拡充・機能強化を図るた

め多様なアプローチにより住民主体の介護予防・フレイル予防活動を推進する区市町村

を支援する。 

ア 介護予防・フレイル予防推進支援センター設置事業 

イ 介護予防・フレイル予防推進員配置事業 

（３）介護予防・フレイル予防普及啓発事業                 8 百万円 

新しい日常においても、高齢者が健康な状態を維持できるよう、介護予防・フレイル予

防の普及啓発を実施し、予防への取組を推進する。 

（４）新しい日常における介護予防・フレイル予防活動支援事業       416 百万円 

感染症対策を講じて集合形式で行う通いの場等の活動や、オンラインツールを活用し

て行う介護予防・フレイル予防活動に取り組む区市町村を支援する。 

（５）短期集中予防サービス強化支援事業                 29 百万円 

短期集中予防サービスについて先駆的に取り組む区市町村に対し、定期的な訪問や助

言等一定期間支援を行い、要支援者等のセルフケア能力の向上や社会参加の促進を図る。 

 

６ 高齢者の生きがいと社会参加の促進           20,596百万円 

（１）シルバーパスの交付                       19,989 百万円 

高齢者の社会参加を助長し、高齢者福祉の向上を図るため、シルバーパスに係る事業を

行う指定団体に対し、支援を行う。 

（２）老人クラブ助成事業                        182 百万円 

高齢者の知識及び経験を生かして、生きがいと健康づくりのための多様な社会活動を

通じ、高齢期の生活を豊かなものとするとともに、いきいきとした高齢社会の実現に資す

るため、老人クラブへの助成を行う。 

（３）老人クラブ活動継続支援事業                    16 百万円 

地域において、高齢者の生きがいづくりや健康づくり、見守り活動等の地域を支える役

割を担う老人クラブの事務効率化等を図る区市町村を支援する。 

新規 

新規 
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（４）人生 100 年時代セカンドライフ応援事業               359 百万円 

多様なニーズを持つ高齢者の生きがいづくりや自己実現の機会を提供する区市町村を

支援し、人生 100 年時代において高齢者の誰もが地域ではつらつと活躍できる社会を実

現する。 

（５）人生 100 年時代社会参加マッチング事業               50 百万円 

シニア・プレシニアの継続的な社会参加を促進するため、委員会を設置し、効果的なき

っかけづくり、マッチング等に向けた施策を立案するとともに、区市町村の取組を支援す

る。 

 

７ 介護人材確保・育成対策                25,365百万円 

（１) 訪問看護人材確保育成事業                      70 百万円 

要介護高齢者の在宅療養生活を支える訪問看護サービスの安定的な供給に向け、大規

模訪問看護事業所を中心とした地域における新任訪問看護師の育成や資格取得支援等を

実施し、訪問看護に従事する看護師の確保・育成・定着を図る。 

（２）訪問看護ステーション代替職員（研修及び産休等）確保支援事業    19 百万円 

訪問看護師の研修派遣や産休・育休にかかる代替職員を確保する訪問看護ステーショ

ンを支援することで、訪問看護師の資質向上や働きやすい職場環境の整備を図る。 

（３）新任訪問看護師育成支援事業                    22 百万円 

訪問看護未経験の看護職を雇用し、育成を行う訪問看護ステーションに対し、育成に要

する経費を補助し、教育体制の強化を支援する。 

（４）訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業             24 百万円 

訪問看護ステーションにおいて、労働環境の改善を図り、看護職員が専門業務に注力で

きる環境を整備するため、事務職員を配置する事業所への支援を行う。 

（５）代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業         113 百万円 

介護職員等を研修に派遣する場合に必要な代替職員を確保し、介護職員等の資質向上

を図るとともに、介護人材の定着を図る。 

（６）現任介護職員資格取得支援事業                   21 百万円 

介護職員の専門性の向上を目指し、介護福祉士国家資格取得を支援することにより、介

護現場で働く介護職員の育成及びサービスの質の向上を図る。 

（７）介護人材確保対策事業                      2,193 百万円 

介護職場体験や介護現場への就労を希望する者に対する雇用の確保、資格取得を支援

することにより、介護人材の安定的な確保を図る。 

 

新規 
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（８）介護の仕事就業促進事業                      542 百万円 

インターンシップからマッチング、就業、定着までを一貫して支援することにより、求

職者と求人事業者双方のニーズに応え、未経験者の介護分野への入職・定着を促進する。 

（９）介護職員処遇改善支援事業                   16,630 百万円 

介護職員を対象に、賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として、月額 9,000

円相当の処遇改善を行う介護事業所に対し、必要な経費を支援する。 

（10）介護職員奨学金返済・育成支援事業                144 百万円 

事業者が介護業務未経験で常勤の介護職員の奨学金返済相当額を手当として支給する

場合に要する経費の一部を支援することで、介護人材の確保定着を図る。 

（11）東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業               2,581 百万円 

介護職員住宅の借り上げを支援することで、介護人材の一層の確保定着を図るととも

に、施設等における防災の取組を計画的に進め、地域の災害福祉拠点として、災害時の迅

速な対応を推進する。 

（12）介護現場改革促進事業                      1,987 百万円 

介護サービスを効率的かつ継続的に提供するため、設備整備や人材育成等、生産性向上

に向けて取り組む介護事業所に対して支援を行う。 

（13）東京都介護職員キャリアパス導入促進事業              266 百万円 

介護職員の育成及び定着促進を図るため、介護キャリア段位制度を活用し、キャリアパ

スの仕組みを導入する介護保険事業所への支援を行う。 

（14）介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業              11 百万円 

介護職員処遇改善加算等の取得に係る事業所への助言等により、介護事業所における

加算の新規取得や、より上位の区分の加算取得を促進し職員の確保・定着を図る。 

（15）介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業           132 百万円 

特別養護老人ホーム等において、適切にたんの吸引等の医療的ケアを行うことができ

る介護職員等を養成するとともに、事業者及び従事者の登録等を行う。 

（16）東京都区市町村介護人材対策事業費補助金              310 百万円 

区市町村が取り組む介護人材対策への支援を行うことにより、地域社会を支える介護

人材の確保・定着・育成を図る。 

（17）介護事業者の地域連携推進事業                   30 百万円 

小規模介護事業者が安定的に事業運営し、介護サービスを継続的に提供できるよう、地

域の介護事業者の連携体制を構築するための取組を行う区市町村を支援する。 

 

新規 

新規 
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（18）経済連携協定に基づく外国人介護士受入れ支援事業          157 百万円 

外国人介護福祉士候補者を受け入れる介護保険施設等に対し、介護福祉士国家資格取

得に向けた日本語学習等の経費の一部を補助する。 

（19）外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業     8 百万円 

介護職種の外国人技能実習生を受け入れる民間高齢者福祉施設に対し、実習生への技

能移転及び日本語学習に要する経費の一部を補助する。 

（20）外国人介護従事者受入れ環境整備事業                34 百万円 

介護事業者が外国人介護従事者を円滑に受け入れられるよう、経営者等向けセミナー

や指導担当者向けの研修を実施するとともに、外国人留学生を雇用し、学費等を支給する

事業者等に対し、必要な経費の一部を支援する。 

（21）介護現場におけるハラスメント対策事業               16 百万円 

介護事業者に対するハラスメント対策説明会の実施や介護職員向けのハラスメント相

談窓口の設置等を行い、介護現場におけるハラスメント対策を推進する。 

（22）介護施設内保育施設運営支援事業                  11 百万円 

都内の介護施設及び事業所が運営する職員のための保育施設を支援することにより、

介護従事者等の離職防止及び再就業を促進する。 

（23）介護職員の宿舎施設整備支援事業                  44 百万円 

介護職員等の宿舎の整備を支援することで、介護人材の確保定着を図るとともに、施設

等における防災の取組を計画的に進め、地域の災害福祉拠点として、災害時の迅速な対応

を推進する。 

 

８ 老人福祉施設の運営・指導等               6,754百万円 

（１）特別養護老人ホーム経営支援事業                 3,422 百万円 

特別養護老人ホームが、介護保険制度下において、利用者サービスの維持向上を図るこ

とができるよう、運営費等に要する費用の一部を補助する。 

（２）ケアハウス運営費補助                      3,332 百万円 

介護度の低い低所得高齢者が低廉な利用料等で利用できるよう、ケアハウス及び都市

型軽費老人ホームの運営費の一部を補助する。 
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９ 介護サービス基盤の整備                19,902百万円 

（１）特別養護老人ホーム整備費補助                  8,568 百万円 

社会福祉法人及び区市町村に対し、特別養護老人ホームの整備に要する経費を補助す

ることにより、整備促進を図るとともに、整備率の低い地域に整備費を加算し、地域偏在

を緩和・解消する。 

  ○規模・・・新規 10 か所 1,124 人、継続 18 か所 1,659 人 

（２）認知症高齢者グループホーム整備促進事業             1,939 百万円 

多様な設置主体による認知症グループホームの整備を進めるとともに、整備率の低い

地域には重点的緊急整備地域として加算を設け、整備の一層の促進を図る。 

  ○規模・・・90 ユニット 

（３）ケアハウスの整備                         10 百万円 

区市町村又は社会福祉法人及び医療法人に対し、ケアハウスの整備に要する経費を補

助することにより、整備を促進する。 

  ○規模・・・新規１か所 30 人 

（４）地域密着型サービス等整備推進事業                1,608 百万円 

地域密着型サービス等の整備を行う区市町村を支援することにより、地域の介護ニー

ズへの対応を図る。 

  ○規模・・・新規 63 施設、継続５施設 

（５）介護老人保健施設の整備                      719 百万円 

医療法人、社会福祉法人及び区市町村等に対し、介護老人保健施設の整備に要する経費

を補助することにより、整備の促進を図るとともに、整備率の低い地域に整備費を加算し、

地域偏在を緩和・解消する。 

  ○規模・・・新規１か所 100 人 

（６）介護専用型有料老人ホーム設置促進                  3 百万円 

介護専用型有料老人ホーム整備費用を補助することにより、介護保険事業計画との調

整を図りつつ介護専用型有料老人ホームの整備促進を図る。 

（７）ショートステイ整備費補助                     15 百万円 

特別養護老人ホーム併設以外の老人短期入所施設の整備に要する経費の一部を補助す

ることにより、老人短期入所施設の整備を促進し、老人福祉の向上を図る。 

（８）都市型軽費老人ホーム整備費補助                  454 百万円 

都市部における 60 歳以上の低所得高齢者で自立した日常生活に不安のある方向けの都

市型軽費老人ホームの整備を促進する。 

  ○規模・・・新規 67 人、継続 136 人 
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（９）区市町村所有地の活用等による介護基盤の整備促進事業        134 百万円 

区市町村所有地における特別養護老人ホーム等の整備や改修支援施設の整備の際、区

市町村の整備費補助等を支援することで、都市部における介護基盤の整備を促進する。 

○規模・・・３か所 

（10）サービス付き高齢者向け住宅整備事業（医療・介護連携強化加算）   49 百万円 

医療・介護を連携させたサービス付き高齢者向け住宅の整備に要する経費を補助する

ことにより、介護や医療が必要になっても高齢者が安心して住み続けられる住まいの充

実を図る。 

  ○規模・・・新規１か所、継続１か所 

（11）介護療養型医療施設から介護医療院への転換整備費補助        77 百万円 

今後増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズに対応するため、介護療養型医療施設

から介護医療院への転換を行う法人等を支援し、転換整備を促進する。 

  ○規模・・・１か所 

（12）施設開設準備経費助成特別対策事業                1,734 百万円 

特別養護老人ホーム等の施設の開設準備に必要となる訓練期間中の職員雇上げや地域

に対する説明会開催に要する経費を補助し、開設時から質の高いサービスを提供するた

めの体制整備を支援する。 

（13）定期借地権の一時金に対する補助                 3,868 百万円 

施設等用地にかかる定期借地権による一時金の一部を助成することにより、特別養護

老人ホーム等の整備促進を図る。 

（14）借地を活用した特別養護老人ホーム等設置支援事業          246 百万円 

特別養護老人ホーム等の整備を促進するため、国有地や民有地を借り受けて整備を行

う事業者に対して、借地料の一部を補助する。 

（15）広域的に利用する特別養護老人ホームの整備に伴う地域福祉推進交付金 63 百万円 

都全体での特別養護老人ホームの必要定員数の確保に向け、地域福祉を推進するため

の補助を行い、地域ニーズを超えた整備に取り組む区市町村を支援する（第８期東京都高

齢者保健福祉計画期間（Ｒ５年度着工分まで）で事業終了予定）。 

（16）介護保険施設等の整備に係る用地確保支援事業            43 百万円 

特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、地域の実情に応じて区市町村が行う整

備用地の掘り起しや、土地オーナーと整備法人とのマッチング等の取組を支援する。 

（17）高齢者施設等のＢＣＰ策定支援事業                 49 百万円 

大規模災害発生時等において、高齢者施設等が入所者の安全を確保した上で事業を継

続できるよう、ＢＣＰ策定及び策定後の運用管理を支援する。 
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（18）高齢者施設等の防災・減災対策推進事業               323 百万円 

非常用自家発電設備等の整備やブロック塀の改修等を行う社会福祉法人等に対し支援

を行うことで、高齢者施設等の防災・減災対策を推進する。 

 

１０ 都立高齢者施設の運営等                6,206百万円 

（１）健康長寿医療センター等への支援                  5,317 百万円 

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター等に対し、安定的かつ自立的運営が行

えるよう支援する。 

（２）ＡＩ等を活用した認知症研究事業                  484 百万円 

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターが有する臨床・研究に係るビッグデー

タの活用やＡＩ等の最先端技術を駆使し、認知症予防に関する画期的な研究を推進する。 

（３）高齢者の健康づくりに資するスマートウォッチ等デジタル機器活用事業 405 百万円 

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターの知見等を活用し、高齢者の血圧・脈拍

等を計測できるスマートウォッチ等も用いながら、在宅中も健康状態の把握や病気の予

兆を察知できるアプリの開発等につなげるとともに、高齢者の行動変容を促し、健康増進

を図る。 

 

１１ 高齢者施策に係る新型コロナウイルス対策        4,864百万円 

（１）高齢者施設での新型コロナ発生時の応援職員派遣事業          9 百万円 

高齢者施設において新型コロナウイルス感染症の感染者等の発生により職員が不足し、

区市町村内で応援職員の確保が困難な場合に、都及び協力団体が広域的な応援派遣調整

を行う体制を確保する。 

（２）在宅要介護者の受入体制整備事業                  185 百万円 

介護者が新型コロナウイルス感染症に感染した際に、要介護者が緊急一時的に利用で

きる宿泊施設等に支援員等を配置するなど受入体制を整備する区市町村を支援する。 

（３）介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業          880 百万円 

介護サービス事業所等が新型コロナウイルス感染症の影響を最小限に抑えて必要な介

護サービスを継続して提供できるよう、通常時には発生しないかかり増し経費等の支援

を行う。 

（４）高齢者施設における新型コロナウイルス感染症対策強化事業      201 百万円 

感染症が発生した場合に影響が大きい特別養護老人ホーム等の入所者を対象として、

スクリーニングを含むＰＣＲ検査等を実施した場合の経費を支援する。 

 

新規 

新規 
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（５）高齢者施設への集中的検査の実施                 2,887 百万円 

重症化リスクの高い高齢者が利用する施設の職員等を対象として、集中的・定期的にＰ

ＣＲ検査を実施する。 

（６）高齢者施設等の感染症対策設備整備推進事業             702 百万円 

簡易陰圧装置の設置や多床室の個室化等を行う社会福祉法人等に対し支援を行うこと

で、高齢者施設等における感染症対策を推進する。     

新規 


